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※受付印を押した控えが必要な方は、切手を貼った返信用封筒を必ず同封して
　ください。













　また、中小企業等の方が先端特例等導入計画に基づき新たに取得した一定の設備等について、
地方税法附則第15条第45項の規定により特例の対象となります。

賃上げ表明

無し ３年間 １／２
令和５年４月１日から
令和７年３月31日

有り ５年間 １／３
令和５年４月１日から
令和６年３月31日

有り ４年間 １／３
令和６年４月１日から
令和７年３月31日

・先端設備等導入計画に係る認定申請書の写し
・先端設備等導入計画の写し
・先端設備等導入計画に係る認定書の写し
・認定経営革新等支援機構による事前確認書の写し
・認定経営革新等支援機関が発行する投資計画に関
　する確認書の写し
〈リース資産の場合〉
・リース契約書の写し
・固定資産税軽減計画書の写し
〈賃上げ表明する場合〉
・従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面

設備の取得時期 適用期間 特例率 添付書類



住所の記載に誤りがあれば訂正してください。







　また、前年の申告内容から訂正がある場合は、同封された印字済みの種類別明細書を使用し、
以下のように訂正のうえ摘要欄に

”

訂正”と記入してください。
減少

訂正

0000600803 6 応接セット

0000607604 6 ４６インチ液晶テレビ
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540 000
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170 000
140 00005 6 デスクトップパソコン

ノートパソコン




